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はじめに
最近の安倍政権においては､ かつてのホワ
イトカラー・エグゼンプションに象徴される
ように､ 労働時間を長さで見るのではなく､
長短を考慮せず成果に結びつける働き方の促
進を議論しており､ いわゆる ｢残業代ゼロ法
案｣ といわれている1｡
『2014 年版 経営労働政策委員会報告』 は
次のようにいう｡ ｢グローバル競争が激化す
るなか､ 海外企業と伍していくうえで､ 労働
者の知的生産性の向上が一層求められる｡ 特
に､ 独創的なアイデアや課題解決策をつくり
だす能力＝クリエイティビティの発揮が不可
欠であり､ 企業は､ 健康確保措置の徹底と恒
常的な長時間労働の見直しを行いながら､ 労
働者が活躍しやすい環境を整備しなければな
らない｡ …働き方そのものの多様化に対応し
た時間管理を行うには､ 法律で画一的に律す
るのではなく､ 労使自治を重視した労働時間
法制に見直すべきである｣2｡ 具体的には､
｢健康確保に十分配慮することを前提に､ 企
画業務型裁量労働制の対象業務・対象労働者
の範囲拡大を行うほか､ 手続きの簡素化を図
るべきである｡ また､ 高度な裁量をもって働
く一部事務職や研究職等を対象に､ 健康確保
措置を強化し､ 労働時間・深夜労働の規制の
適用を除外する制度を創設すべきである｣3
という｡
企業にとっては現行の労働時間規制は企業
の競争力強化の足かせになっている部分があ
るということだろう｡ しかし､ 働く側はそう
した認識にはもちろんないだろう｡ 日々のニュー
ス報道等で過労死認定裁判やうつ病患者の増
加を示すデータなどを目に耳にするたび､ 日
本企業での働き方の過酷さを自身で痛感しな
がら､ 生活のために家族のために働かなけれ
ばならないという思いを持っているのが一般
的だろう｡
企業にとって労働問題を報道されることは
かなりの痛手だろうし少しでも歯止めをかけ
るべく労働組合が存在しているはずである｡
｢はずである｣ としたのは､ 日本の労働組合
はいわゆる御用組合と揶揄されるように､ 協
調的労使関係に根ざした政策の提案や協議に
しかなりようがないところにある｡ ｢期待す
るだけ無駄｣ と思っている人も少なくないだ
ろう｡
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１ 安倍政権における ｢新たな労働時間制度｣ については､ 伍賀一道 『｢非正規大国｣ 日本の雇用と労働』
新日本出版社､ 2014 年､ 276～279 ページを参照されたい｡
２ 日本経済団体連合会 『2014 年版 経営労働政策委員会報告』 2014 年､ 21～22 ページ｡
３ 同上､ 23 ページ｡
とはいえ､ このまま放置していいことには
ならないのも事実である｡ 本稿では､ 日本的
労使関係の典型とされるトヨタでの働き方改
革の取り組みについて分析をすることで､ 日
本企業の働き方の方向性を確認したい｡
1 トヨタを取り巻く環境変化への対応
トヨタにおいて､ なぜ働き方の改革の必要性
を強調するようになったかといえば､ リーマ
ン・ショック､ タイの洪水､ 急激な円高､ そ
して東日本大震災などのトヨタを取り巻く環
境がめまぐるしく変化してきたことによるも
のである｡
たとえばリーマン・ショックへの対応とし
て生産計画の下方修正や減産体制を余儀なく
された｡ ｢2009 年 1 月から 3 月までの国内の
減産が大きく､ 前年実績を 100 として生産計
画をみると､ 2009 年 1 月・65.66､ 2 月・
35.67､ 3 月・41.23､ そして 4 月は 42.28 と
なっている｡ …2009 年 1 月から 6 月までの
累計は､ 対前年実績と比較して国内生産台数
は 109 万 8,660 台の減産､ 総台数は 210 万
6,127 台の減産となり､ 国内生産は対前年実
績を 100 とすると 49.10 ､ 総生産台数は
53.36 の水準となっている｣4｡ また時間外労
働ゼロ､ 勤務態様の 1直化だけではなく､ 全
工場の稼動停止日と ｢会社休業日｣ の設定を
行うほどまでの減産体制となった｡ 会社休業
日設定の理由や取り扱いについては表 1・ 2
のとおりである｡
東日本大震災においても､ 労使で柔軟な対
応をしている｡ 2011 年 4 月 19 日 (火) に開
催された ｢東日本大震災に伴う稼動・勤務に
関する話し合い｣ において､ 会社は組合に対
して､ ｢通常の部品供給レベルへの復旧には､
相当程度の期間を要する可能性がある｡ そこ
で､ 5 月 10 日以降 4 週間は､ 仕入先への影
響を考慮しつつ､ こうした状況下でも､ 少し
でも効率的な生産活動を行うため､ 完成車ラ
インでは､ 週 5日､ 通常の 5割程度の稼動と
し､ 基本的に 1 直のみ生産活動を行い､ 2 直
中京企業研究2
表 1 会社休業日の理由
●2 月・3 月については､ 合計 9 日分､ 計 18 直もの全社的な稼動停止を行なわざるを得ず､ その全てを
『一斉年休』 によって対応することは､ 労働基準法の趣旨からも適当ではない｡
●稼動停止については､ ラインは非稼動とするものの出勤を行う､ いわゆる ｢計画停止｣ と､ ｢全社休業｣､
｢一斉年休｣ を組み合わせて対応することが重要であると考えている｡
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0910,2009 年 1 月 21 日より作成した｡
注： 杉山 直 ｢トヨタの減産と労働者の生活―賃金を中心にして―｣ 『中京経営研究』 第 19 巻第 1号､
2009 年､ 49 ページによる｡
４ 杉山 直 ｢トヨタの減産と労働者の生活―賃金を中心にして―｣ 『中京経営研究』 第 19 巻第 1 号､ 2009
年､ 47 ページ｡
表 2 2009 年 2 月・3月の稼動停止日と勤務の取り扱い
一斉年休 計画停止日 会社休業日
2月 14 日 (土)・21 日 (土) 5日 (木)・6日 (金) 13 日 (金)
3 月 14 日 (土)・20 日 (金)・21 日 (土) 13 日 (金) 2 日 (月)
(出所) トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0910,2009 年 1 月 21 日より作成した｡
注： 表 1に同じ｡
を停止したい｣5 と伝えた｡ この 2 直稼動停
止は19直分に該当し､ うち10直をカレンダー
変更､ ｢残り 9 直分､ すなわち､ 4.5 日分に
ついては､ これまで稼動停止時の判断を慎重
に行い､ 他の勤務対応を尽くしてきたこと､
および､ 会社の置かれた状況を踏まえ､ 組合
員の生活への影響はあるが､ やむを得ず 『会
社休業』｣6 となった｡
これに対し組合は､ ｢4 月の 3 日間と 5 月
の 6.5 日間の､ 合計 9.5 日間の 『会社休業』
は､ 会社の置かれた状況を踏まえても､ 組合
員への収入面での影響は大変大きいものとな
る｣7､ ｢とりわけ､ 休業については､ 2009 年
の大減産時の 3日を大きく超える 9.5 日の休
業を実施することとなり､ 製造 11 工場の組
合員に与える影響は大変大きく､ 生活は厳し
いものとなる｡ しかし､ 今回の震災に伴い会
社が置かれている状況も踏まえ､ ぎりぎりの
判断として､ 今回の休業の申し入れを受け入
れていく｣8 と述べた｡
なお､ カレンダー変更での 10 直分 ｢3 月､
5 月に休日とした 10 日分の代替稼働日｣ の
振替は 9月以降の生産計画に盛り込まれた｡
ただし､ 堤工場のプリウス・プリウスαが好
調なこと､ 2012 年 3月末で終了するエコカー
減税も重なり､ 組合は ｢代替稼働日に加え､
通常レベルでの残業をもってしても､ 今年度
中に全てのお客様にお届けする事が出来ない
ことは認識｣9 していることを明らかにし､
会社は ｢堤工場およびプリウス・プリウスα
関連ユニット工場において､ '11 年 9 月から'
12 年 3 月まで､ 特別にライン残業を日当た
り最大 2.5 時間までの計画､ さらに堤工場で
は､ 第 1・2 ラインとそれに連動している職
場､ 三好工場では､ CVJ に関係する職場に
おいて､ 直間をそれぞれ 75 分､ 90 分に変更
したい｡ 一部のユニット職場では､ 日当たり
のライン残業を 2.5 時間としたとしても､ 台
数増の全てに対応することができない職場が
あり､ 設備投資・改善活動を通じた設備能力
の向上を検討・実施していくが､ それでも対
応できない場合は､ すでに振替出勤に協力い
ただいている中だが､ 休日出勤についてもお
願いしたい｣10 と増産体制への要望を表明し
た｡
トヨタの賃金構造が基準外賃金に依存した
ものであることは先行研究によって明らかに
されている11｡ 先のリーマン・ショックによ
る減産､ 震災による減産で ｢時間外労働のゼ
ロ化は､ 基準外賃金の超過勤務手当のゼロ化
でもある｡ 勤務態様の 1直化は､ 深夜勤務手
当と時間帯手当が大幅な減額となる｣12 こと
から､ トヨタ労働者の月収は約 20％もダウ
ンすることになる｡ 生活に大きな影響をおよ
ぼすのは明白であり､ 通常の生産体制に戻り
かつ残業が存在することが労働者にとって経
済的安定の確保に必要不可欠である以上､ 労
働組合も消費者のためには残業は仕方ないし
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５ トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1015､ 2011 年 4 月 27 日｡
６ 同上｡
７ 同上｡
８ 同上｡
９ トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1022－①､ 2011 年 8 月 31 日｡
10 同上｡
11 トヨタの賃金制度については､ 猿田正機 『トヨタシステムと労務管理』 税務経理協会､ 1995 年､ 第 5章､
杉山 直 ｢トヨタの賃金制度 (上) ・ (下)｣ 『賃金と社会保障』 No.1371・1372､ 2004 年 6 月上旬号・
下旬号などを参照されたい｡
12 杉山 直 ｢トヨタの減産と労働者の生活―賃金を中心にして―｣ 51 ページ｡
むしろ当たり前のスタンスであることがわか
る｡ したがって､ 理由が何であれ減産体制を
とらざるを得ない状況に対して経営はもちろ
んのこと労働組合も敏感である｡
2 トヨタ労使における働き方の認識
近年トヨタでは､ 労働時間短縮 (時短) を
労使協議の要求に含めることはほとんどない｡
少なくとも筆者が保有している資料では､
2000 年 4 月 1 日より実施されている連続 2
交替制勤務者の年間労働時間 1952 時間が､
休憩時間を無給にすることによって 1850 時
間に短縮13されてからは確認できない｡ 裁量
労働制やフレックス・タイム制の導入はある
ものの､ 数値目標を定めて時短の要求・協議
することは事実上なくなったといえる｡ 本節
では､ トヨタ労働組合が作成した運動方針と
要求内容や協議の状況から､ トヨタ労使の働
き方に対する認識を確認したい｡ なお､ 前述
の大幅な減産を余儀なくされていることから
も､ 労働時間の長短に関心を持ちにくい側面
はあるが､ 減産をきっかけに減少した労働時
間を必要以上に後戻りさせない取り組み等が
確認できれば､ ある意味時短の推進といえる
のではないか､ みていくことにしたい｡ なお､
全ての分析をする紙幅上の余裕はないので､
労働時間と関連が深いと考えられる働き方の
箇所を考察する｡
(1) 52 期後期 (2009 年 9 月～2010 年 8 月)
2008 年末から 2009 年にかけてリーマン・
ショックの影響が色濃く出たので､ 2010 年
のゆめWに向けた活動方針からみていくこ
とにする｡
トヨタ労働組合は 2年で 1期のサイクルに
なっており前期と後期に分かれ 9月 1日から
スタートする｡ 2010 年のゆめWに向けた運
動方針が提起されたのは 52 期後期 (2009 年
9 月～8月) になる｡
52 期後期の運動方針取り組み項目は､
｢Ⅰ 活動を進めるにあたって｣ ｢Ⅱ 足腰の
しっかりした力強い職場づくり｣ ｢Ⅲ 魅力
にあふれ､ 夢のある働き方の実現｣ ｢Ⅳ 明
日への働きがいと安心感につながる労働条件
の実現｣ ｢Ⅴ 経営のカウンターパートとし
ての活動の実践｣ ｢Ⅵ 社会・地域と一体と
なった実り豊かな生活の実現｣ ｢Ⅶ 生活者
主体の健全な社会の実現｣ で構成されてい
る14｡ Ⅱ～Ⅶに並ぶ細かい項目には､ 定常・
重点・最重点と 3段階でレベルが示されてい
る｡
労働時間と関連があるのは､ Ⅲの ｢2. 時
間管理に関するワークルール遵守と負荷適正
化に向けた取り組みの推進｣､ ｢3. 働き方の
質的向上と､ 変化への着実な対応 技能職
の働き方 事技職・業務職の働き方 多
様性に対応した環境づくりの一層の推進 
60 歳以降の働き方｣､ ｢4 労働時間 年
休 カレンダー｣15 である｡
まずトヨタ社内における働き方の状況がど
うなっているのか､ 組合は状況を確認してい
る｡ ｢今年は､ 非稼働日の設定や残業制限な
ど職場運営が大きく変化しており､ 『残業制
限を受け無理な働き方とならないこと』 や
『年休の計画的な取得の推進が課題』｣・｢また
生産の現場では､ 期間従業員の減少､ 工場・
ライン間の繁閑差の拡大など､ 体制や運営に
大きな変化がある中で､ 応受援・体質強化活
動・人材育成などの課題が生じている｣16｡
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13 拙稿 ｢トヨタの生産方式と労働時間 (上) ・ (下)｣ 『賃金と社会保障』 No.1382・1383､ 2004 年 11 月
下旬・12 月上旬号を参照されたい｡
14 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0940､ 2009 年 9 月 3 日｡
15 同上｡
以上の点をふまえて取り組み内容を提示し
ている｡ まず ｢2. 時間管理に関するワーク
ルール遵守と負荷適正化に向けた取り組みの
推進｣ は､ 文字どおり法律やルールをきちん
と守ることの強化である｡ 基本的な考え方は､
｢企業およびそこで働く者が､ 法令・ルール
をしっかり遵守することは､ 当然の責務｡ そ
の中で､ 『勤務時間の適正な申請・承認』 と
いう負荷状況の顕在化は､ 負荷適正化の取り
組みを進めるための大前提であり､ 定着に向
けて職場と一体となって取り組んでいく｣・
｢ワーク・ライフ・バランス､ 強い職場づく
り､ トヨタの社会的責務の観点を踏まえ､
『'05 年度の年間所定外労働時間 360時間以内』
の労使共通の目標に向けて推進してきた負荷
適正化の取り組みを後戻りさせないよう､ しっ
かりとフォローし､ 成果の定着と課題の解決
を図っていく｣17 としている｡ ルール遵守を
強調しているのと同時に､ ｢残業制限など､
収益改善に向けた様々な取り組みを行う上で､
従来以上に業務量と時間のバランスが難しく
なる中､ 一人ひとりがワークルール遵守の意
識を更に持つことも大変重要｣ と述べている｡
年間所定外労働時間 360 時間は 36 協定締結
による数値であることから遵守するのが一般
的だが､ トヨタの 36 協定はいわゆる特別条
項つきであり､ その数値は技能系労働者 600
時間､ 事技系労働者 720 時間である18｡ した
がって､ 360 時間に収まるように意識を高く
持つと同時に労働者自身も考えるように促し
ている｡
しかし､ 高い意識だけで 360 時間内に収め
ることは困難であるため､ 業務の見直しなど
が必要となる｡ それが負荷適正化である｡
｢職場マネジメントの業務改廃・効率化に向
けた取り組みをフォローすると同時に､ 組合
員の問題意識や率直な声を会社に伝達｡ 特に
36 協議で確認した会社の負荷低減・平準化
に向けた施策に対するチェック機能を充実｣・
｢組合員自身についても､ 自らが当事者意識
を持ち､ 業務改廃や効率化に取り組むことや､
年間を通じて業務計画に対する進捗を上司と
確認することなどを働きかけていく｣19｡ なお､
労働組合は特別条項の数値を引き下げたいと
考えている｡
次に ｢3. 働き方の質的向上と､ 変化への
着実な対応｣ であるが､ ・は重要である
ことは間違いないが紙幅の関係上割愛する｡
まず ｢技能職の働き方｣ では､ ｢環境変
化への迅速な対応と職場の実態を見すえ､
『働きがい・やりがい』 を高め､ 『健全で強い
職場づくり』 を目指す｣20 ことを基本的な考
え方として示し､ 活動のポイントとして､ チー
ムリーダー制 (TL 制)､ 保全の働き方､ E
部門の働き方の状況把握､ 人材育成のための
課題などがあげられている｡
｢事技職・業務職の働き方｣ は､ 上述の
ワークルールの遵守や負荷適正化の認識が反
映されている｡ ｢事技職の望ましい働き方と
して､ 自主・自律的に時間をコントロールで
きる働き方を可能にするには､ 適正な負荷の
実現が必要不可欠であり､ 負荷適正化を継続
的に推進していく｣・｢負荷適正化の取り組み
とあわせて､ 事技職が創造性を発揮しながら､
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16 同上｡
17 同上｡
18 正確には ｢P-A：600 時間､ それ以外 720 時間｣ である｡ ワークルールの遵守と負荷適正化の取り組み
については､ 拙稿 ｢トヨタの働き方の変化｣ 猿田正機編著､ 杉山 直・浅野和也・宋 艶苓・櫻井善行著
『逆流する日本資本主義とトヨタ』 税務経理協会､ 2014 年を参照されたい｡
19 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0940､ 2009 年 9 月 3 日｡
20 同上｡
いきいきとやりがいをもって働ける環境整備
に取り組む｣21 ことを基本的な考え方として
いる｡ そこで､ ｢組合員自らもオン＆オフ メ
リハリある働き方を実践することが必要であ
り､ そうした意識改革にも取り組む｣・｢職場
や組合員の負荷状況についてきめ細かくフォ
ローし､ 職場環境が大きく変化する中､ 無理
な職場運営になっていないか確認し､ 36 協
議の場や個別の話し合いにて､ 会社に 『適切
なマネジメント』 を働きかけ｣22 がポイント
になっている｡
このことから､ 事技系労働者においては労
使関係の個別化が進展していることが考えら
れる｡ それは時間管理制度にも現れており次
のようにいう｡ ｢裁量労働制については､ 企
画業務型および専門業務型ともに職場での運
用状況について確認し､ 課題については会社
と議論｣・｢U・TIME制度については､ 趣旨
に沿って正しく運用されているかを確認して
いく｣23｡ 典型的なホワイトカラーにみられる
労働時間の実態把握が困難な状況にあり､ と
にかく 360 時間を超えないこと､ 超えないた
めにどうしたらよいか考えることを強調して
いる｡
そして､ ｢4 労働時間｣ は労働時間そのも
のに関することではなく､ 年休とカレンダー
である｡ トヨタでは全社的な取り組みとして
｢年休カットゼロ運動｣ を展開しており､
｢『一昨年度繰越日数』 以上の年休取得を目指
す運動｣24 のことをいう｡ 年休取得状況が支
部ごとに定期的に示され 100％完全取得を目
標にしている｡ かつてトヨタ労使では､ 年休
取得は所定外労働時間と同レベルであること
が望ましい姿とされてきたが､ ｢仕事と家庭・
地域社会における生活とのバランス (＝ワー
ク・ライフ・バランス) が重要との認識のも
と､ 年休の取得促進に取り組み､ 真のゆとり・
豊かさの実現を目指す｣・｢計画的に年休を取
得するプロセスは､ 『働き方改革』 の一手段｡
会社に対する強い働きかけはもちろんのこと､
組合員自身の意識改革もあわせて取り組んで
いく｣25 ことを基本的な考え方としている｡
カレンダーについては､ ｢企業を取り巻く
環境､ およびグループ企業で働く仲間や地域
社会に与える影響を考慮しながら､ 生活しや
すく､ 働きやすいカレンダーの設定を目指
す｣26 のであるが､ 需要変動への考慮を考え
ると残業はもちろん休日出勤があるし､ 逆に
減産となれば残業の減少や会社休業日の設定
があることから､ ｢生活しやすい｣ の意味は
経済的な安定性を意味していると解釈せざる
を得ない｡
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21 同上｡
22 同上｡
23 同上｡ U・TIME制度とは､ ｢事務技術職の主任職 (係長級) を対象に､ コアレス・フレックス・タイム
制を基本に､ 業務の繁閑にあわせた労働時間の配分や始終時刻の選択の幅をいっそう拡大し､ 対象者の
自主的な管理に委ねるもので､ 達成感ややりがいにつなげることを狙った制度である｣｡ 願興寺之
｢労働組合の存在意義｣ 石田光男・寺井基博編著 『労働時間の決定―時間管理の実態分析―』 ミネルヴァ
書房､ 2012 年､ 98 ページ｡ 願興寺氏は S社としているが内容からトヨタと推察できる｡ また､ U・TI
ME制度の詳細は､ 拙稿 ｢トヨタの生産方式と労働時間｣ 猿田正機編著 『トヨタ企業集団と格差社会』
ミネルヴァ書房､ 2008 年､ 196～223 ページ｡
24 願興寺､ 同上論文､ 106 ページ｡
25 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0940､ 2009 年 9 月 3 日｡
26 同上｡
(2) 53期前期 (2010年 9月～2011年 8月)・
後期 (2011 年 9 月～2012 年 8 月)
53 期も前述の 52 期後期と同様に､ 働き方
に関連する箇所を見ていきたい｡ 52 期後期
と比べて大幅な変化があるわけではないが､
働き方に関する項目は ｢Ⅱ 新たな飛躍に向
けた 『足下固め』 『変化への対応』 と､ それ
らを確かなものとするための経営のカウンター
パート機能の発揮｣ ｢Ⅲ 生活の安定・安心
感の確保と明日への意欲・活力につながる労
働条件の実現｣27 に含まれている｡ なお､ ｢年
休｣ と ｢カレンダー｣ について､ 52 期後期
では ｢労働時間｣ として扱われていたが､ 53
期前期では ｢労働時間｣ の見出しはなくなっ
た｡ ｢年休｣ と ｢カレンダー｣ は､ Ⅲの ｢2.
労働諸条件 年休 カレンダー｣ となり､
｢福利厚生諸施策｣ ｢企業年金制度｣ ｢健康保
険制度｣ と並んでいる｡
52 期後期と同じように社内での状況につ
いて次のようにいう｡ ｢'09 年の所定外労働時
間 360 時間超え人数は残業制限などもあり､
690 人と前年より更に減少｡ また､ 年休カッ
トゼロについては全社で 99.8％が達成と 100
％まで後一歩となった｣・｢また､ 生産現場で
は､ 限られた要員の中で､ 生産対応や生産性
向上活動を進める中､ 職場では人材育成・技
能伝承などの様々な課題が生じているため､
よりきめ細かな職場に根ざした活動が必要｣28｡
Ⅱにある ｢時間管理に関するワークルール
遵守と負荷適正化に向けた取り組みの推進｣
では､ もちろん 52 期後期の内容とほぼ同じ
だが､ ｢とりわけ､ 複数年連続での年間限度
超えについては､ 過度に人に頼った形での業
務遂行となっていないかなど､ 早期にきめ細
かく確認し対応していく｣29 ことが記されて
いる｡ また､ ｢労基法改正の趣旨を踏まえ､
長時間労働の抑制に向けた取り組みの運用状
況と職場実態を把握した上で､ 会社への更な
る働きかけを検討し､ 対応していく｣30 と述
べている｡
｢働き方の質的向上と変化への着実な対応｣
での ｢技能職の働き方｣ でも基本的な考え
方に変化はないが活動のポイントとして職場
体制の整備についてふれている｡ ｢P 部門に
ついては､ 頻繁な応受援による生産対応や生
産性向上を進める中､ 現状の制度の運用状況
を継続的に把握し､ 制度の趣旨から大きく外
れるような運用が行われないよう働きかけて
いく｣31 とあることから､ 期間従業員や出向
者等の人材がかなり絞り込まれたことで､ 職
場の人員はギリギリのやりくりをせざるを得
ないということだろう｡ それが人材育成にも
影を落としていることを示唆している｡ ｢労
使の 『話し合い』､ 『支部懇談会』､ 『職場懇談
会』 を通じて､ 人材育成に対する課題を労使
でしっかりと議論し､ 育成意識の高い職場風
土と自ら成長できる職場環境の整備に取り組
む｣32｡
｢事技職・業務職の働き方｣ も基本的な
考え方に変化はないものの､ 技能職同様人材
育成について時間との観点で言及している｡
｢人材育成を目的とした時間の使われ方につ
いて､ 実態を把握し､ 課題については会社と
議論｣33｡ つまり､ この段階での時間規制は人
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27 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0983､ 2010 年 9 月 3 日｡
28 同上｡
29 同上｡
30 同上｡
31 同上｡
32 同上｡
33 同上｡
材育成に対してやりにくい部分があることを
示している｡
なお 53 期前期からは ｢経営のカウンター
パートとしての活動の実践｣ がⅡの中に含ま
れるようになった｡ 配置が若干変わったこと
で労働組合の会社に対する姿勢への変化は読
み取りづらいが次の文章が加わった｡ ｢トヨ
タ復活に向けた収益構造改革やお客様の信頼
回復に向けた品質への取り組みなど､ 様々な
経営諸施策が進められる中､ 経営のカウンター
パート機能をより強化していく｡ 大きく変化
する職場実態や組合員の意識の変化などの情
報を､ よりしっかり把握する｡ そうしたタイ
ムリーに入手した情報を､ 会社に伝えるべき
意見として今まで以上に率直に伝えていく｣34｡
53 期後期もこの流れを踏襲しているが､
社内情勢については､ 震災の影響もあって厳
しいがトヨタ復活のためには働き方の変革が
必要不可欠であることを強調している｡ ｢今
後､ 世界経済が本格的に復調し､ 自動車産業
に活気が戻ってもトヨタがかつてのような収
益を上げることは容易ではない｡ そうした中､
今後もトヨタの強みである日本のモノづくり
を一層強化し､ トヨタの発展を成し遂げなけ
ればならない｡ その実現のためにも､ 労使が
力を合わせて自分達の強みを活かした働き方
の変革を実行することが必要である｡ 労使協
議会で議論した､ 組合としての 『変革を断行
する決意』 に基づき､ 2011 年 5 月に 『モノ
づくり基盤の強化に向けた働き方変革』 に関
する検討委員会を立ち上げ､ 労使で集中的に
議論｣35｡
これにより ｢技能職の働き方｣・｢事技職・
業務職の働き方｣ について､ より踏み込んだ
ものが示された｡ ｢技能職の働き方｣ では､
先の検討委員会で労使間での議論を進めるこ
とが提示された｡ 同時に ｢『モノづくり基盤
の強化に向けた働き方変革に関する検討委員
会』 から導かれた技能職の望ましい働き方の
取り組みに関して､ 職場の状況を確認し､ 課
題に関しては継続して議論していく｣36 となっ
た｡ また､ 震災対応に伴う応受援などに対す
る現状把握も含まれている｡
働き方改革の必要性がより強調されている
のは ｢事技職・業務職の働き方｣ である｡ 検
討委員会での議論を進めるにあたって次のよ
うにいう｡ ｢検討にあたっては､ 単に働く
『量』 を一律に増やすものではなく､ 効率を
高め､ 柔軟性を確保し､ メリハリをつけるこ
とで 『質』 を高めていく｣・｢『モノづくり基
盤の強化に向けた働き方変革に関する検討委
員会』 から導かれた事技職・業務職の望まし
い働き方の取り組み・施策に関して､ 職場展
開後の職場変化・実態に関して確認・フォロー
し､ 課題に関しては会社と継続的に議論して
いく｣37｡
また ｢メリハリある働き方の実現｣ につい
て､ 52 期後期と 53 期前期に変化はなかった
が､ 検討委員会での議論を先取るような内容
を提示している｡ ｢職場環境が大きく変化す
る中､ 支部長・職場役員が連携しながら､ 組
合員の負荷状況や職場運営に関してきめ細か
く確認し､ 課題がある場合は､ 『適切なマネ
ジメント』 を会社に要請していく｣・｢やり切
るときにやり切れる柔軟な環境整備､ やり切っ
た後の心身の健康が確保されるよう､ よりメ
リハリのある働き方を労使で議論していく｣38｡
さらに ｢時間管理制度｣ のポイントとして､
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34 同上｡
35 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1024､ 2011 年 9 月 5 日｡
36 同上｡
37 同上｡
38 同上｡
｢時間管理制度については､ 働き方の 『質』
の向上につながる取り組みとなるような 36
協議のあり方を労使で議論していく｣39 と述
べている｡ 質の向上をめざす働き方の導入の
ために､ 時間管理の規制を緩和することでよ
り柔軟な対応をするための制度設計を示唆し
ている｡ 検討委員会での議論については後述
する｡
(3) 54 期前期 (2012 年 9 月～2013 年 8 月)40
54 期においてもこれまでの取り組みを踏
襲していることは間違いない｡ さらに項目が
やや簡素化され見やすくなった｡ ｢Ⅰ 取り
巻く環境｣ ｢Ⅱ 活動の基調｣ はほぼ同じだ
が､ ｢Ⅲ 具体的活動指針｣ に賃金をはじめ
さまざまな取り組み項目が含まれるようになっ
た｡ なお､ ｢時間管理に関するワークルール
の遵守と負荷適正化に向けた取り組みの推進｣
と ｢経営のカウンターパート機能の発揮｣ は
見出しからなくなった｡ 同じように働き方に
関するものを見ていくことにする｡
まず社内情勢については､ ｢取り巻く環境
の厳しさが続く中でも､ 日本のモノづくりに
こだわり､ 国内販売の強化と輸出車両の価格
競争力の向上を通じて､ 国内生産 300 万台の
確保に向けた取り組みを推進｡ 組合としても､
我々自身の働く場を守るため､ 働き方の変革
を推進していく｡ また､ このような時こそ､
職場の安全確保や心身の健康の維持・向上は
もちろん､ 人材育成やワーク・ライフ・バラ
ンスの実現､ 少子高齢化を踏まえた法改正を
見すえた対応に取り組むことが重要｡ 本年の
労使協議会での働き方要求を踏まえ､ 『60 歳
以降の生き方・働き方に関する専門委員会』
を立ち上げ､ 労使で集中的に議論中｣41 と述
べている｡
これまではこの後に ｢時間管理に関するワー
クルールの遵守と負荷適正化に向けた取り組
みの推進｣ が並ぶが､ 先述のとおり見出しか
らなくなった｡ Ⅲの ｢1. 働き方の変革の推
進と活力ある強い職場づくりに向けた組合機
能の強化｣ における ｢⑤負荷適正化・年休｣
でふれられている｡ 順番は逆になるが内容を
確認しておきたい｡
ワークルール遵守の活動のポイントでの文
言において変化はほとんどみられない｡ しか
し､ 基本的な考え方において､ これまでは
｢『勤務時間の適正な申請・承認』 という負荷
状況の顕在化は､ 負荷適正化の取り組みを進
めるための大前提であり､ 定着に向けて職場
と一体となって取り組んでいく｣ ことが提示
されていたが､ 54 期前期ではこの文章はな
くなっている｡ つまり､ 規制が緩和されチェッ
ク機能が後退していることが読み取れる｡
負荷適正化についても大きな変化は読み取
れない｡ しかし､ ｢職場環境の変化などから､
無理な職場運営となっていないか､ 36 協議
(事前・事
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後

協議)､ 労使コミュニケーション､
あるいは職場懇談会など､ 様々な労使のコミュ
ニケーションの場において､ 職場の実態や運
用状況に関する組合員の問題意識や率直な声
を会社に伝達し､ 業務改廃・効率化などの負
荷低減・平準化に向けた職場マネジメントに
よる取り組みをフォローしていく｣・｢複数年
での年間限度超えがある場合などでは､ 過度
に個人に頼った業務遂行になっていないか､
また恒常的に 360 時間超えが発生している部
署などではマネジメントやリソーセス状況な
どが十分であるか､ あるいは裁
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など､
マネジメントや働き方の実態をきめ細かく確
認し､ 課題について会社と議論｣ (傍点―筆
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39 同上｡
40 なお､ 54 期後期運動方針について 54 期前期とほぼ同じ文言・内容であるため割愛した｡
41 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1062､ 2012 年 9 月 5 日｡
者)42 とある｡ 36 協議において事後協議が可
能になったこと､ 裁量労働制に対しても会社
が定めた趣旨に合致していれば問題視する・
されることはないということだろう｡
では､ 働き方の捉え方はどのようになった
のか｡ 見出しも ｢事技職・業務職の働き方｣
から ｢働き方の改革 (事技職・業務職)｣ と
なった｡ 検討委員会での議論を踏まえ､ ｢働
き方改革全般｣ として次のようにいう｡ ｢各
職場にて 『働き方変革』 の取り組み・施策の
PDCAを確実に回し､ 1 人ひとりが一層いき
いきと働き､ その能力を最大限発揮できる環
境を築き上げていくため､ 継続して労使で議
論し､ 理解活動を推進｣43｡ 新しいしくみ導入
ありきで議論が進んでおり､ 組合は組合員に
理解してもらうことに取り組んでいくと表明
しているといえる｡
｢メリハリのある働き方｣ として､ ｢業務の
ピーク時や習熟が必要なときなど､ 業務をや
るべきときはやりきる一方､ 心身の健康・モ
チベーション維持のため､ 計画的に年休を取
得しリフレッシュできる環境・風土づくりを
各職場で推進していく｣44 といい､ ｢36 事後
協議｣ ｢裁量労働制｣ ｢年休の計画的取得の促
進｣ ｢労使コミュニケーション｣ について説
明している｡ 具体的には表 3のとおりである｡
なお､ これまで活動のポイントに ｢時間管理
制度｣ の細目があったが 54 期前期ではなく
なっている｡ さらに､ 人材育成についてもよ
り踏み込んだ内容になっている (表 4)｡
時間管理の概念が今まで以上に希薄になり
年休取得まで含めて業務化されている｡ つま
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42 同上｡
43 同上｡
44 同上｡
表 3 働き方の変革 (事技職・業務職) における ｢メリハリのある働き方｣ のポイント
○36 事後協議：年度初めに職場労使で確認した､ 年間の負荷適正化を含めたマネジメントや業務計画が､
確実に進められたかを確認するとともに､ 次年度の部全体の方針やリソーセスマネジメント､ 人材育成
計画などが確実に実行されているかを各支部・職場で確認｡ 不適切な運用があれば､ 事前の面着協議
に戻すなど､ 職場で確認｡
○裁量労働制：制度の運用・適用除外要件や適用後の運用確認方法などについて､ 労使委員会などで定期
的に確認し､ 課題については会社と議論｡
○年休の計画的取得の促進：心身の健康や働く意欲・活力につなげることはもちろん､ 計画的に業務を進
める手段として､ 年休計画の立案・計画的取得の取り組みを会社にも働き掛けながら推進｡
○労使コミュニケーション：マネジメントが主体性を持った取り組みとなるよう､ 問題があれば執行部か
ら会社に要請するとともに､ 各職場での日々のマネジメント状況の把握など有意義な話し合いの場とす
るため､ 執行部から好事例を職場役員に展開していく｡ また､ 運用上の課題・対応について会社と議論｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1062､ 2012 年 9 月 5 日より作成｡
表４ 働き方の変革 (事技職・業務職) における ｢人材育成の取り組み推進｣ のポイント
○教え/教えられる風土の醸成：業務職に拡大した職場先輩制度の全社での運用状況を確認するとともに､
育成に資する大切な経験や機会を得られる風土づくりのため､ 職場労使レベルでの議論を推進していく｡
○各職場に応じた働き方：資格制度見直しの主旨理解の徹底を図るとともに､ 1 人ひとりの成長ともてる
力を最大限発揮できるよう､ 適切な業務付与や職場でのOJT の状況を把握し､ 各職層の役割に応じた
働き方となっているか労使で継続的に議論｡
出所：表 3に同じ｡
り､ 年休を取得しても仕事を上手に回せるよ
うに考えさせられるということだろう｡
｢働き方の変革 (技能職)｣ においても､
｢健全で強い職場づくり｣ のための人材育成
を強調している (表 5・ 6)｡
技能系労働者の場合､ 震災対応などのため
に前例のない柔軟な生産対応をしてきたが､
今回だけの特別なものではないということ､
つまり今後は常態化しつつあることを示唆し
ており､ そのための対応として人材育成の重
要性をあげている｡ しかも､ 無理が生じてい
るかどうかについては確認や議論､ フォロー
などはするものの､ 生活のリズムや健康面へ
の配慮を含めた規制強化は確認できない｡ ま
た､ 組合が人員を増やすよう要請する姿勢も
ほとんどないといってよい｡
3 トヨタ労働組合の姿勢
これまでみてきたように労働組合における
働き方の考え方は､ 競争力を損なわないこと
を前提にしており､ 会社からの要請には最大
限の対応をするための方策を全社一丸となっ
て考えていくことをめざしているといえる｡
つまり､ かつてのような時短を要求するといっ
たものではなくあくまでも効率的な働き方の
追求である｡ そのために組合は何をすべきか
を考えている｡ それを知るうえで､ トヨタの
労働組合は会社に対してどのようなスタンス
でいるのかを確認したい｡
(1) 組合のスタンス―経営のカウンターパー
ト､ チェック機能､ カウンターパート
機能
トヨタ労働組合は､ カウンターパート､ チェッ
ク機能､ カウンターパート機能といったフレー
ズを用いて会社に対するスタンスを表現して
おり､ ｢提言活動｣ と ｢生産対策活動｣ から
構成されている｡ これまで見てきた働き方改
革と同時期のものを確認したい｡
まず､ 52 期後期､ 53 期前・後期では､ ｢経
営のカウンターパートとしての活動の実践｣
で､ ｢提言活動｣ における基本的な考え方と
して次のようにいう｡ ｢企業の競争力の源泉
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表 6 働き方の変革 (技能職) における ｢職場体制の整備｣ のポイント
○生産変動などに伴う､ 全社を上げた頻繁な要員対応や稼動対応が増えてきている中､ 職場への影響や職
場実態を把握し､ 課題があればすぐに会社と議論｡
・Ｐ部門については､ 需要変動がある中でも､ 安全・品質を大前提とし､ また､ 職場力を一層高めながら､
需給・設備・要員・稼動・職場体制面など､ 需要変動にどのように対応すべきか､ 幅広く会社と議論｡
・保全については､ ｢保全の見える化活動｣ を通じ､ リソーセスや保有技能を見極めた上で､ 保全力の強
化に向け､ 中長期を見すえた人材育成の取り組みを確認｡
・Ｅ部門については､ 全社をあげた頻繁な応受援が増えてきている中､ 応援者に対する動機付けや応援元
の職場運営などの実態を把握した上で､ 職場力向上や人材育成のあり方について､ 会社と議論を継続｡
また､ 支部・職場ごとの働き方の違いも踏まえ､ 職場懇談会などの会社との話し合いの場での議論を､
一層活性化｡
出所：表 3に同じ｡
表 5 働き方の変革 (技能職) における ｢働き方変革｣ のポイント
○トヨタの競争力強化と持続的な成長を実現するために､ 変化が激しい中でも職場力の維持・向上に不可
欠な人材育成に､ いかにして継続的に取り組んでいくべきか､ ｢モノづくり基盤の強化に向けた働き方
変革検討委員会｣ にて労使で継続議論｡
○ ｢モノづくり基盤の強化に向けた働き方変革検討委員会｣ で議論された取り組みに関して､ 職場の状況
を確認し､ 課題に関しては会社と議論｡
出所：表 3に同じ｡
はまさしく 『人の力』 であり､ その力を最大
限に発揮するためには､ 様々な会社施策の狙
いや背景を当事者全員がしっかり認識し､ ベ
クトルを合わせていくことが不可欠である｡
経営のカウンターパートとしての役割を果た
すべく､ 職場実態を踏まえた提言を行い､
『組合員とその家族の真の幸せの実現』 と
『グローバルトヨタ発展』 の両立に貢献す
る｣45｡ そして活動のポイントとして､ 53 期
前期では ｢トヨタ復活に向けた収益構造改革
やお客様の信頼回復に向けた品質への取り組
みなど､ 様々な経営諸施策が進められる中､
経営のカウンターパート機能より強化してい
く｣46 と述べている｡ また 53 期後期では､
｢グローバルトヨタ復活に向け､ 日本にモノ
づくりを残し､ 生き残りをかけた熾烈な競争
に勝ち抜くために､ 様々な経営諸施策が進め
られる中､ 職場実態を常に把握し､ 働く者の
視点で会社に提言｣47 とある｡
もともとトヨタの労働組合は､ 会社からの
要請をほぼ受け入れることが前提になってい
るので､ 規制を強化する､ ルールを厳格化す
るなどの提言をすることはほとんどない｡
｢生産対策活動｣ における基本的な考え方
も 52 期後期､ 53 期前・後期で同じである｡
｢グローバルでの生産体制の再構築や､ 市場
の変動・変化などに対し､ 職場実態を的確に
把握した上で､ 安全で働きやすく､ 活気・魅
力ある 『健全な職場体勢』 の構築を第一に活
動を推進｡ 生産対応については､ 『稼動に偏っ
た生産対応の継続は､ 職場の体質強化につな
がらない』 との基本的な考えのもと､ 望まし
い働き方の観点を踏まえて上で､ 要員面､ 設
備面などについて､ 会社の対応を注視しつつ､
その必要性について総合的に判断｣48｡
とりわけ応受援の実態や期間従業員に依存
している職場に偏りがどうしても生じてしまっ
ていることについて､ 問題解決に至っていな
いということである｡ 組合はこの問題につい
て生産状況が好調なときから認識しているに
もかかわらず､ 改善の目処すら立っていない｡
それは ｢生産対策活動｣ の活動のポイント
｢年度計画・月度計画のフォロー｣ からも明
らかである (表 7)｡
震災の影響などはやむを得ない状況である
かもしれないが､ それを考慮したとしても適
正な受援率について具体的な数値も含めて労
使の認識を明らかにすべきである｡ 実際には､
労使間で受援率に関する何らかの確認はされ
ているかもしれないが､ 少なくとも 『評議会
ニュース』 ではわからない｡ したがって組合
員にも伝わっていない可能性が高い｡ 同時に､
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45 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1024､ 2011 年 9 月 5 日｡ 52 期後期､ 53 期前期も同じ文
章である｡
46 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.0983､ 2010 年 9 月 3 日｡
47 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1024､ 2011 年 9 月 5 日｡
48 同上｡
表 7 ｢生産対策活動｣ における活動のポイント〈年度計画・月度計画のフォロー〉
○執行部と職場役員が一体となり､ 職場への影響や職場実態をしっかりと確認｡ また､ 市場の変動・変化
も注視し､ 上部団体とも連携してトヨタグループ全体の生産負荷状況を把握｡ 必要に応じ会社と議論｡
○工場・ライン間の応受援対応について､ 職場実態や受援率をみながら､ 会社と議論｡
○東日本大震災後の生産正常化や生産の挽回に向けた対応について､ 必要な設備面での対応などに加え､
安全・健康・生活面の観点からも職場状況をしっかりと確認しながらフォローを実施｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1024､ 2011 年 9 月 5 日より作成｡
頻繁な応受援が見直され生活リズムが楽になっ
た人などの声も 『評議会ニュース』 では確認
できない｡ 職場状況の把握や確認の具体性が
ほぼ読み取れないのである｡
54 期前期では､ カウンターパートのフレー
ズはなく､ ｢会社施策に対するチェック機能
の発揮｣ となっている｡ 基本的な考え方とし
て次のようにいう｡ ｢取り巻く環境が変化し､
様々な経営施策が進められる中､ 職場実態と
組合員の声を常に把握し､ 会社施策に対する
チェック機能を果たしていく｣49 (図 1)｡
｢提言活動｣ における活動のポイントでは､
｢全社レベルでの提言活動｣ としてこれまで
の文章とは違うものの､ ｢労使懇談会では､
労使一丸となった取り組みの一層の加速に向
け､ 経営状況や会社方針の進捗状況などに関
する懇談を通じ､ 会社施策に対するチェック
機能を果たすとともに､ 組合員に対して正確
な情報を伝達｡ 執行部主体で､ 様々な場を通
じて把握した職場実態や会社施策に対する幅
広い問題意識に基づき､ 労使協議会や労使懇
談会にて 『全社レベルの提言』 を実施｣50する
ことから､ 内容把握と情報共有の徹底を強調
しており､ それを職場の隅々にまで展開して
いくということだろう｡ ｢労使の活発な話し
合いができる風土醸成､ 並びに問題解決に向
け､ 支部・職場懇談会などを通じ､ 各支部・
職場独自の職場実態や､ 全社レベルの提言内
容を踏まえた､ 『支部・職場レベルの提言』
を実施｣51｡
しかし､ ｢生産対策活動｣ における活動の
ポイントでは､ 会社の要請に全力で応える姿
勢がよくわかる (表 8)｡ 会社に対して ｢こ
の一線を越えることは断じて受け入れない｣
などの予防を訴えているわけではない｡ 会社
の要請に今まで以上に応えることになること
を組合員に呼びかけている｡ とくに ｢需要変
動があるなかでも､ 安全・品質を大前提とし､
職場力を一層高めながら､ 需給・設備・要員・
稼動・職場体制面など､ 需要変動にどのよう
に対応すべきか､ 幅広く会社と議論｣ の文章
は､ 表 6の働き方の変革 (技能職) とほぼ同
じものである｡ すなわち､ 働き方の変革は柔
軟な ｢生産対策活動｣ には必要不可欠である
ことがわかる｡
54 期後期では ｢経営のカウンターパート
機能の発揮｣ となり､ 再度カウンターパート
のフレーズが登場する｡ 基本的な考え方は表
9のとおりである｡
54 期後期においても ｢提言活動｣ と ｢生
産対策活動｣ について述べている｡ ｢提言活
動｣ では文言はほとんど変わっておらず､ 54
期前期 ｢提言活動｣ の ｢全社レベルの提言活
動｣ における ｢会社施策に対するチェック機
能を果たす｣ が ｢経営のカウンターパート機
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49 トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1062､ 2012 年 9 月 5 日｡
50 同上｡
51 同上｡
図 1 会社施策に対するチェック機能の発揮
(基本的な考え方)
基本的な考え方
○取り巻く環境が大きく変化し､ 様々な経営
施策が進められる中､ 職場実態と組合員の
声を常に把握し､ 会社施策に対するチェッ
ク機能を果たしていく｡
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出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』
No.1062､ 2012 年 9 月 5 日｡
能を果たす｣ に変わっただけである｡
｢生産対策活動｣ は､ 競争力強化が必要不
可欠であること､ そのためには経営施策を推
し進めていくことを労働組合自らが強調して
いる (表 10)｡
｢課題があれば議論していく｣ とあるが､
何をもってして課題なのか､ 基準のようなも
のが示されていない以上､ 議論の俎上には載
らないといわざるを得ない｡ ただし､ これま
での経験から組合は生産性を損ねることにな
るか否かのギリギリの線を心得ているはずで
ある｡ このボーダーラインを上げることこそ
が組合の重要な基本機能なのではないか｡ ト
ヨタの組合の姿勢は正反対である｡
また､ グループ間応受援についても実施す
ることが前提のスタンスである｡ ｢課題があ
れば会社に伝える｣・｢会社と議論｣ の文章が
頻繁に登場するが､ 労働者にとって困ってい
るから何とかしてほしいと思っても､ 組合が
課題と認識しなければ議論に発展することは
ほとんどない｡ したがって､ 見直されること
もないということになる｡ つまり､ 組合は労
働者全体にかかる規制については事実上放棄
しているに等しいといえる｡
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表 8 ｢生産対策活動｣ における活動のポイント (54 期前期)
○グローバルでの厳しい競争に勝ち抜くための取り組みである､ 生産体制の再構築について､ 会社が進め
る施策のフォローに加え､ 組合員や職場への影響や職場実態を把握し､ 課題があればすぐに会社と議論｡
○需要変動があるなかでも､ 安全・品質を大前提とし､ 職場力を一層高めながら､ 需給・設備・要員・稼
動・職場体制面など､ 需要変動にどのように対応すべきか､ 幅広く会社と議論｡ 特に､ 通常を越える稼
動対応の必要性が生じた場合には､ その必要性並びに組合員への心身面への影響や職場運営について､
都度労使で徹底的に議論｡
・全社レベルの問題については､ 執行部として全社横断的な視点で､ これまで以上に職場実態を踏まえ､
随時会社へ対応を要請・フォローを実施｡ 中央生産説明会をはじめとする様々な話し合いの場での議
論も一層活性化｡ また､ 上部団体とも連携してボデーメーカー・仕入先の生産状況などの実態を把握
し､ 必要に応じて会社と議論｡
○応援出向については､ 連絡員を配置し､ 出向者の声の吸い上げを行うとともに､ 働き方について実態を
確認｡ 課題があれば､ すぐに会社と議論｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1062､ 2012 年 9 月 5 日より作成｡
表 9 ｢経営のカウンターパート機能の発揮｣ における基本的な考え方 (54 期後期)
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1098､ 2013 年 9 月 4 日｡
○取り巻く環境が大きく変化し､ 様々な経営施策が進められる中､ 職場実態と組合員の声を常に把握し､
経営のカウンターパート機能を果たしていく｡
<カウンターパート機能>
｢組合員のその家族の真の幸せの実現｣ ｢グローバルトヨタ発展｣ の双方を労使でつくり出していくべく､
経営に対し､ 労働組合という対等な立場から職場実態・課題認識を踏まえ､ 提言などを実施｡
職 場
会
社
組
合
職場役員
執 行 部
施策の
立案・実行
職場実態
課題認識
(2) 労働組合の ｢働き方｣ 要求に対する考
え方
これまでみてきたとおり､ 労働組合は柔軟
な働き方に積極的に取り組んでいくことを表
明しており､ 何か問題があった場合は会社側
と状況を把握し議論することを示している｡
では､ 労働組合は柔軟な働き方に積極的に対
応していくうえでの何がしかの要求をしてい
るのだろうか､ 働き方改革と結びつきがある
か 54 期後期52で確認したい｡
まずはゆめWの枠組みを確認したい｡ そ
の基本的な考え方は次のとおりである｡ ｢賃
金・一時金といった 『労働政策』､ 経営のカ
ウンターパート機能としての 『経営対策』､
生活者主体の社会実現を図る 『社会政策』 と
いう､ ゆめ W の枠組み全体を通じて､ 『組
合員のトータルで見たゆとり・豊かさのある
生活の実現』 を目指す｡ とりわけ 『労働政策』
においては､ 賃金・一時金・働き方という労
働政策全体に視野を広げて､ ワーク・ライフ・
バランスの観点をもって､ その年々の取り組
みを進めていく｣53｡ その取り組み内容は図 2
のとおりである｡
図 2のとおり､ 働き方は賃金や一時金と同
様に労使協議会での取り組みに含まれており､
重要な柱の 1つと考えていいだろう｡ 次に働
き方要求・協議の中身を確認する｡ 基本的な
考え方は表 11・図 3のとおりである｡
｢望ましい働き方の実現｣ とは具体的にど
のようなものなのかははっきりしない｡ しか
し確実なのは､ トヨタの競争力の向上を妨げ
ることになる・なるかもしれないことは､ 労
働者にとってゆとりや豊かさをもたらす可能
性があるものだとしても､ それは望ましい働
き方にはならないということである｡ つまり､
組合は会社の要請に最大限応えることでワー
ク・ライフ・バランスの実現が可能であると
認識していることになる｡ 会社が生産性向上
にこだわるのはわかるが､ 組合がそれに同調
するかどうかは組合員の意見を集約したうえ
で出すべき答えではないか｡ 少なくとも会社
に対する積極的な協力は規定路線であること
がよくわかるし､ 会社施策を推進するうえで
生じるかもしれない懸念などに対してルール
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52 54 期前期との比較を行わないのは記述がほとんど同じためである｡ したがって､ 内容もほぼ同じである
と考えられる｡
53 トヨタ自動車労働組合 『第 80 回 定期大会議案書 54 期後期』 2013 年 10 月 19 日､ 40 ページ｡
表 10 ｢生産対策活動｣ における活動のポイント (54 期後期)
<グローバルでの競争力強化への取り組み>
○国内市場が縮小する中､ 国内生産 300 万台を守っていくためには､ 輸出競争力強化が喫緊の課題であり､
その取り組みの組合員や職場への影響と職場実態を把握し課題について会社と議論｡
<年度計画・月度計画のフォロー>
○需要変動への対応として設備・稼動・要員・職場体制面を始めとした諸施策について､ 職場・組合員へ
の影響を考慮するとともに､ その先の市場動向も踏まえ､ その都度労使で議論し判断していく｡ また､
グループ全体の生産負荷について把握し課題があれば議論していく｡ 併せて上部団体と定期的に情報共
有し､ グループ間応受援などの対応について諸課題があればその都度会社に伝えていく｡
<全社・支部レベルでの問題への対応>
○支部における問題については､ 支部長と職場役員が一体となり､ 職場への影響や実態を常に把握し､ 会
社と議論｡
○全社レベルの問題については､ 執行部として全社横断的な視点で､ 随時会社へ対応を要請・フォロー実施｡
出所：表 9に同じ｡
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図 2 ゆめＷの枠組みにおける取り組み内容 (54 期後期)
<ゆめＷの枠組みに基づいた取り組みの推進 (労働政策分野) >
○以下の観点から'14 ゆめＷに取り組む｡
① ｢組合員とその家族の真の幸せの実現｣ と ｢グローバルトヨタ発展｣ の両立
②中長期にわたった労働条件の維持・向上の実現
③取り巻く環境 (組合員のニーズ､ 社会､ 経済情勢､ 上部団体との連携など) との整合性
<有期契約の組合員に関する取り組み>
○スキルド・パートナー会員､ パートタイマー会員､ シニア期間従業員会員､ 準社員に対しても､ ゆめＷ
に取り組み､ ｢各会員のトータルで見たゆとり・豊かさのある生活の実現｣ を目指す｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『第 80 回 定期大会議案書 54 期後期』 2013 年 10 月 19 日､ 40 ページ｡
【参考】ゆめWの枠組み
労働政策
(労働条件全般の維持・向上)
経営対策
(経営のカウンターパート機能)
社会政策
(生活者主体の社会の実現)
会社への働きかけ 行政および各級議会への働きかけ
一
時
金
賃
金
働
き
方
提
言
組
織
内
活
動
対
外
的
活
動
労使協議会での取り組み 政策・制度課題への取り組み
表 11 働き方要求・協議における基本的な考え方 (54 期後期)
○ゆとり・豊かさを実感できる生活の実現のためには､ 賃金や一時金といった基本的な労働条件に加えて､
｢ワーク・ライフ・バランス｣ を念頭に､ 質・量両面で幅広い労働条件 (職場環境､ 意識､ 風土､ 各種
制度など) に取り組み､ 更なる意欲・活力につなげていくことが不可欠｡
○ ｢望ましい働き方｣ の実現が､ ｢ゆとり・豊かさを実感できる生活｣ と ｢トヨタの競争力向上｣ に必ず
貢献するとの考えのもと､ そのための必要とされる条件を組合員自身で考え､ 会社に求めていく｡
○職場・支部・全社それぞれの課題に応じた取り組みを推進していくが､ ゆめＷでは特に､ 勧め方ステッ
プの観点で課題を整理し､ ゆめＷの柱の一つと位置付け､ 骨太な取り組みを目指す｡
出所：図 2に同じ､ 48 ページ｡
図 3 ゆめW ｢働き方｣ 進め方ステップ
＊ 必要に応じて過去の取り組みをフォローすることもある｡
質・量両面での様々な労働条件
1. 職場実態のきめ細かなフォローと組合員の声の吸い上げ
【2. 課題の整理
①全体的な課題か？
②今取り組む必要性は？
③より本質的な課題か？
3. 職場を取り巻く状況を考慮
◇職場の大きな環境変化を踏まえた
ものか？
◇将来を見すえた､ 強い職場づくり
に向けたものか？
｢望ましい働き方｣ の実現
(ワーク・ライフ・バランス)
4. ゆめW
要求・協議
ゆとり・豊かさを実感できる生活 トヨタの競争力の向上
出所：表 11 に同じ｡
や規制を設けることを視野に入れているとは
いいがたい｡
(3) 具体的な要求内容と労使協議
トヨタ労働組合は､ 労働規制に対していわ
ば消極的ともいえる姿勢をとっているが､
｢働き方｣ 要求と掲げている以上､ 労使協議
に臨むにあたって賃金同様､ 何がしかの要求
を出しているはずである｡ それを確認するこ
とにしたい｡
表 12 は､ '12 ゆめＷ (53 期後期) におけ
る働き方の要求である｡ また表 13 は､ 過去
の働き方の取り組みである｡
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(1) 要求 (案)
(2) 考え方
●2013 年より､ 老齢厚生年金の支給開始年齢の段階的な引き上げが始まる｡ 世界に類を見ないスピードで少子高齢化が進
行している日本社会においては､ 年金や医療などの社会保障制度の見直しやその財源確保のための見直しは避けられず､
将来への不安は増している｡
●一方､ 厚生労働省の労働政策審議会では政労使により ｢今後の高年齢者雇用対策｣ の議論がなされ､ ｢希望者全員の 65
歳までの雇用確保措置｣ と ｢生涯現役社会の実現に向けた環境の整備｣ といった課題に対し､ ｢高年齢者再雇用に関す
る対象者選定基準の撤廃｣ や ｢多様な就業ニーズへの対応｣ 等が必要であるとの見解が出された｡ 今後､ 法改正の動向
も踏まえながら､ 現行のスキルド・パートナー制度の見直しについても議論をしていかなければならない｡
●こうした組合員の定年後の生活環境を取り巻く社会動向の変化を踏まえると､ これまでの職場環境改善などの取り組み
を着実に進め､ 足下の課題解決に取り組むことはもとより､ 組合員一人ひとりが真に望む定年後の生き方・働き方を選
択できる環境を自ら考え､ 整えることが必要である｡
●そうした環境の実現が､ 将来にわたって安心して働くことができ､ 定年後も含めた全ての働く者の意欲・活力を高め､ 持
てる能力・経験を最大限に発揮することに繋がり､ ひいては､ ｢トヨタの競争力の向上｣ を果たすことへ繋がると考える｡
●定年後における個々人が望む生き方・働き方は多様である｡
●しかしながら､ その選択肢の幅は個々人の ｢生活基盤｣ の状況によって大きく変わるといえる｡
生活基盤としては大きく 3つの柱があると考える｡
1. 2013 年問題などの社会環境を踏まえ､ 収入面を支える資産形成
2. 定年後もいきいき生活できる健康・体力
3. 個々人が定年後もこころの豊かさを実現するための活躍の場､ 目標づくり
●生活基盤としての上記 3つの柱を強くすることが､ 望む生き方・働き方の選択肢を“自ら”広げ､ 自ら積極的に選択す
るからこそ､ モチベーション高く､ その能力・経験を最大限発揮することに繋がるものだと考える｡
●今後も少子高齢化が進行し､ 社会保障制度や税制の見直しが避けられないことを考えると､ ｢生活に対する備え｣ の必
要性は重みが一層増している｡
●このような社会環境の変化を踏まえれば､ ｢生活基盤｣ を支える 3 つの柱はいずれも大事であるが､ 特に定年後を見据
えた ｢資産形成｣ について､ 個々人の自助努力も含め､ 重点的に取り組むべき喫緊の課題であると考える｡
●既に定年後を見据えた資産形成のための福利厚生制度はあるものの､ 昨今の環境変化の中においても､ 定年時､ 定年後
に振り返って ｢トヨタで働いてきて良かった｣ と感じ､ 真に個々人が望む道を選択することができるよう､ より効果的
な施策をトヨタ労使で目指すことが望まれる｡
(3) 要求の細部
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 N0.1036 ､ 2012 年 2 月 2 日｡
表 12 '12 ゆめW要求における働き方要求 (案)
組合員が､ 将来にわたって安心して仕事に打ち込むことができ､ 定年後も充実した生き方や働き方が実現できるよう､
｢生活基盤｣ を自ら考え､ 整えていくための支援として､ ｢資産形成｣ に重点を置き､ 会社施策の充実・拡大を図ること｡
①高年齢者雇用を取り巻く社会の動向とトヨタ労使が取り組むべき課題
②定年後の生き方・働き方を自ら積極的に選択するための ｢生活基盤｣ の重要性
③ ｢生活基盤｣ の 3つの柱の中でも ｢資産形成｣ を重点的に取り組む必要性
取り組みの細部については､ 専門委員会を設置し､ 集中的に協議｡ 下記観点を織り込み､ 早期に具体的な施策の構築に
取り組むこと｡
1. 資産形成について考える場の提供の充実
2. 資産形成に関する会社諸施策の利便性向上
3. 自助努力を促進する更なる方策
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表 13 働き方の変革 (事技職・業務職) における ｢メリハリのある働き方｣ のポイント
要求・協議内容
'03 ①勤務時間管理の徹底・②年休取得促進・③職場環境 (温度・スペース) [要求]
'04 ①負荷適正化・②メンタルヘルスケア [要求]
'05 '03・'04 の要求のフォロー [協議]
'06 健康の維持・増進 [要求]
'07 職場のコミュニケーション向上 [要求]
要求・協議内容 会社回答
'08
介護に関する会社施策
の充実・拡大 [要求]
○組合員が将来にわたり安心して働
き続けられるよう､ 介護に関する
会社施策の充実・拡大｡
●細部は労使で専門委員会を設置､
集中的に協議､ '08 年度中に会社
施策として立案・推進｡
〈計 4回の専門委員会実施で協議〉
1.【情報提供】 (パンフレット､ セミナー､ 講演会)
2.【介護サービス】 (既存サービス拡充､ ホームヘルプ)
3.【両立支援】 (適用期間延長､ 看護休暇制度)
4.【経済支援】 (融資制度)
｢年次有給休暇の計画
的取得｣ 促進に向けた
取り組み [協議]
○｢年次有給休暇の計画的取得｣ の促進に向けた職場体制・会社施策の更
なる整備と､ ワーク・ライフ・バランスを尊重する個々人の意識改革､
会社風土づくりに関して会社と議論｡
'09
有期契約労働者に対す
る取り組み [協議]
○急激かつ厳しい環境変化を踏まえ､ ｢有期契約労働者｣ の方に対して､
労使それぞれの立場で果たすべき役割と取り組みの方向性について協議｡
'10
人材育成の更なる活性
化に向けて [協議]
○将来トヨタの基盤となる人づくりを一層活性化されるような､ ①人材育
成PDCAの共有､ ②業務と育成を両立するためのコミュニケーション・
指導方法の工夫､ ③育成時間の確保､ ④褒める仕組みの風土づくり､ ⑤
絆を深めた人間関係の強化の 5つの観点で協議｡
'11
－
[要求・協議なし]
○ ｢更なる人材育成の取り組みの前進｣ をテーマに職場討議したが､ 要求・
協議は行わず､ '10 ゆめWでの会社施策を､ 各支部・職場での話し合い
にて､ より一層推進することとした｡ (○ ｢モノづくり基盤の強化に向
けた働き方変革検討委員会｣ でも労使議論を進める｡)
'12
｢資産形成｣ の会社施
策の充実・拡大 [要求]
○組合員が､ 将来にわたって安心し
て仕事に打ち込むことができ､ 定年
後も充実した生き方や働き方が実
現できるよう､ ｢生活基盤｣ を自ら
考え､ 整えていくための支援として､
｢資産形成｣ に重点を置き､ 会社
施策の充実・拡大を図ること｡
●具体的な取り組み細部については､
労使専門委員会を設置の上､ 集中
的に協議し､ 早期に会社施策とし
て立案し､ 推進する｡
('12 ゆめW後の進捗状況)
専門委員会を設置し (5 月)､ ｢資産形成｣､ ｢働き方｣ に関する課題を整理｡
以降､ 各々小委員会において､ 具体的な協議を進めている (｢資産形成｣
小委員会＃1～＃8､ ｢働き方｣ 小委員会＃1～＃3を実施)｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『第 80 回 定期大会議案書 54 期後期』 2013 年 10 月 19 日､ 49 ページ｡
【参考】過去のゆめW ｢働き方｣ の取り組み内容 ('03～'07 は要求・協議内容のみ記載)
先のゆめＷ ｢働き方｣ 進め方ステップに基
づいて､ その時々の重要な事案に照らし合わ
せて要求を作成しているのだろう｡ もちろん､
どれも重要な事柄でありおろそかにしていい
ものではないことは理解できる｡ しかし'03・
'04 年のように､ 360 時間超え人数が増加し
たことへの対処として取り組んだ勤務時間管
理の徹底や負荷適正化とは傾向が異なる点は
気にかかる｡ 資産形成や震災への備えと同時
進行で労働規制のあり方も議論すべきではな
いか｡ '06 年以降の要求や協議は､ 賃金のよ
うに会社と大きな隔たりが生じることはあま
りない事案でもある｡ きちんと労働規制に取
り組んでこその定年後の充実した働き方なの
ではないか｡ なお､ この要求の妥結案は表
14 のとおりである｡ いずれにせよ､ トヨタ
の労働組合は労働時間に問題があるという認
識はない｡
４ トヨタの労働時間の実態
これまでみてきたとおり､ トヨタ労働組合
の働き方に関する考え方において労働時間が
問題にされることはほとんどないことがわかっ
た｡ とはいえ､ 実際の労働時間数を確認せず
考察することは不合理である｡ 本節では､ 組
合発表によるトヨタの労働時間数を確認する
ことにしたい｡
まず年間の労働時間数である (表 15)｡ 労
働組合が発表するデータでは技能系労働者と
事技系労働者とを区別していないため､ 具体
的な把握は困難であるが傾向はわかるだろう｡
所定労働時間を表記しなかったのは技能系
と事技系とで異なるからである｡ ｢事技職が
1,952 時間 (244 日) となっています｡ 但し､
Ｐ部門区分Ａの連続 2交替勤務については､
1,850 時間 (244 日)､ 3 組 2 交替制について
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(3) ｢働き方｣ (報告)
〈執行部判断〉
◇会社回答は､ 細部含め､ 組合要求どおりの回答である｡
◇本要求は､ ｢個々人が定年後に真に望む生き方・働き方を選択できる環境の実現が､ 将来にわたって安心
して仕事に打ち込むことができ､ 定年後も含め､ 意欲・活力を高め､ 持てる能力・経験を最大限発揮で
きる｣ という考えに基づくものである｡
◇定年後の生き方・働き方の選択肢を広げられるよう､ 2013 年問題などの取り巻く社会環境変化から ｢資
産形成｣ が非常に重要であること､ またその支援の必要性について主張｡ 会社も ｢社内貯蓄制度の活用｣
や ｢DC年金制度に対する従業員の意識｣ などの課題認識を示した上で､ 組合提案の取り組みを検討して
いく考えを示した｡
◇本交渉を通じて､ 個々人が将来について改めて見つめ直すきっかけになったと考える｡ 誰もが訪れる定
年後を､ 自分ごととして捉えることが何より重要である｡ 今後の協議では､ 職場の意見も聞きながら進
めていく｡ 一人ひとりの主体的な参画をお願いしたい｡ 定年後に振り返って ｢トヨタで働いてきてよかっ
た｣ と思える施策の具体化に向け､ 労使で知恵を出し合い､ 幅広い視点で協議していく｡
◇なお､ 高齢者雇用に関しては､ 職場環境改善など､ 実効性ある取り組みをスピード感をもって進める必
要性について言及｡ 会社はいきいき働くことができる環境づくりとして､ ハード面整備をより一層進め
るとともに､ ソフト面の取り組みも強化していくとの考えを示した｡ また､ 高齢者雇用に関する法改正
の動向も見極めながら､ 今後､ 再雇用制度についても議論していく｡
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1051－①､ 2012 年 3 月 15 日｡
表 14 '12 ゆめＷの ｢働き方｣ (報告)
〈会社回答〉
▼組合員が､ 将来にわたって安心して仕事に打ち込むことができ､ 定年後も充実した生き方や働き方が
実現できるよう､ ｢生活基盤｣ を自ら考え､ 整えていくための支援として､ ｢資産形成｣ に重点を置き､
会社施策の充実・拡大を進めていく｡
▼尚､ 具体的な取り組み細部については､ 労使専門委員会を設置の上､ 集中的に協議し､ 早期に会社施
策として立案し､ 推進する｡
は､ 1,881 時間 (198 日) となっています｣54｡
リーマン・ショックやタイの洪水､ 東日本
大震災の影響等により､ 所定外労働時間数は
2011 年度までは 200 時間を下回っているも
のの､ 2009 年度から一貫して増加傾向にあ
ることは間違いない｡ 技能系労働者に限って
いえば､ 2013 年度の 235.2 時間は 1997～
2002 年ごろの数値とほぼ同じである55｡
次に年間協定の 36 協定で定められている
年間限度時間 360 時間を超えている人数につ
いてである (表 16)｡
労働組合は､ 震災やタイの洪水への対応に
よって人数が増加してことの理由としてあげ
ている56 ｡ たしかに震災やタイの洪水への対
応が迫られた 2011 年度の人数は､ 前年 2010
年度と比較すると 1000 人以上増加し 2012 年
度には 624 人の減少がみられる｡ しかし､ 直
近の 2013 年度は再び増加しており人数はつ
いに 4000 人を超えている｡
また､ 360 時間超え人数のピーク ｢'01 年
度 2515 人 ､ '02 年度 5,900 人 ､ '03 年度
10,375 人､ '04 年度 6,562 人｣57に比べると少
ないが､ 2002 年度の数値に近づきつつある｡
さらに､ 若干無理はあるが､ '03 年度第
1～2 四半期の所定外労働時間 180 時間超え
の人数､ すなわち 360 時間超え予備軍との比
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表 15 トヨタの年間労働時間数
2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度
所定外労働時間 140.2 時間 166.6 時間 199.6 時間 215.5 時間 235.2 時間
総労働時間 1877.1 時間 1897.3 時間 1914.2 時間 1946.7 時間 1960.6 時間
出所：トヨタ自動車労働組合 『評議会ニュース』 No.1053､ 2012 年 5 月 8 日､ No.1090－①､
2013 年 5 月 7 日､ No.1128－①､ 2014 年 5 月 7 日より作成｡
54 トヨタ自動車労働組合 『第 55 期前期 For You』 68 ページ｡
55 拙稿 ｢トヨタの生産方式と労働時間｣ 189 ページ参照｡
56 トヨタ自動車労働組合 『第 79 回 定期大会議案書 54 期前期』 2012 年 10 月 13 日､ 25 ページ｡
57 拙稿 ｢トヨタの働き方の変化｣ 38 ページ｡ ただし技能系と事技系の内訳は不明である｡
表 16 トヨタ労働者の年間所定外労働時間 360 時間超え人数
年 度
360 時間超え人数 (人)
単 年
事 技 技 能 複数年 (内数)
2007 1,684 1,381 303 412
2008 893 858 35 250
2009 690 621 69 130
2010 2,352 2,208 144 343
2011 3,702 3,322 380 1,171
2012 3,078 2,839 239 1,165
2013 4,117 3,452 665
出所：トヨタ自動車労働組合 『第 79 回 定期大会議案書 54 期前期』 2012 年 10 月 13 日､ 25 ペー
ジ､ 『第 80 回 定期大会議案書 54 期後期』 2013 年 10 月 19 日､ 25 ページ､ 『評議会ニュー
ス』 No.1128－①､ 2014 年 5 月 7 日より作成｡
較をしてみると､ 180 時間超えの人数は
12,743 人であり､ 内訳は技能系 7,898 人､ 事
技系 4,845 人である58｡ 技能系労働者につい
てはかなり減少しているものの､ 事技系につ
いては現象の幅が技能系ほど大きくない｡ ト
ヨタ労使は､ 2004 年に負荷適正化に取り組
み 360 時間超え人数を減少させることに ｢成
功｣ したが､ 様々な要因があったとはいえ再
び増加傾向にあること､ とくに事技系労働者
においてはピーク時の数値に迫りそうな勢い
でもある｡
事技系労働者において再び増加傾向にある
理由として､ 先の ｢モノづくり基盤の強化に
向けた働き方変革委員会｣ における競争力強
化を重視し柔軟かつ効率的な働き方を実現す
るための制度の実施であろう｡
杉山 直氏の分析によれば､ この検討委員
会において 36 協定の見直しが行われたこと
を指摘している｡ ｢これまでは､ 事前協議で
あったため､ 組合が時間外労働についてチェッ
クできたが､ 事後協議となったため､ そうし
た組合の機能を果たすことができなくなっ
た｣59｡ 見直しの内容は表 17-①・②のとおり
である｡ 本来の組合機能が大きく後退してい
るといわざるを得ないだろう｡
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表 17-① 36 協定の見直し (月間限度超え)
見直し項目 現行 見直し後
必要休務の
算出基準
▽月ごとに算出
・45 時間超の時間に対し､ 8 時間ごとに 1日
▽3ヵ月ごとに算出
(4-6 月､ 7-9 月､ 10-12 月､ 1-3 月)
・135 時間超の時間に対し､ 8 時間ごとに1日
必要取得
期限
▽翌月末に 2日まで
▽2日を超える残りの日数は翌々月中
▽4ヵ月目末までに 2日まで
▽2日を超える残りの日数は 5ヵ月目末まで
出所：トヨタ自動車労働組合 ｢評議会ニュース｣ No.1033､ 2011 年 12 月 13 日から作成した｡
58 拙稿 ｢トヨタの生産方式と労働時間｣ 233 ページ｡
59 杉山 直 ｢赤字業績下におけるトヨタの労使関係｣ 猿田正機編著､ 杉山 直・浅野和也・宋 艶苓・櫻井
善行著 『逆流する日本資本主義とトヨタ』 税務経理協会､ 2014 年､ 82 ページ｡
表 17-② 36 協定の見直し (年間限度超え)
見直し項目 現 行 見直し後
事前
協議
方 法
▽限度超え前月のシステム申請・
承認
▽申請期限までに事前面着にて部
長と支部長・職務委員長で協議
(年間業務計画表を添付)
▽以下の場合を除き､ 事前面着を廃止
・労使合意の上､ 事前面着が必要と判断した部署
・540 時間超え
申請期限 ▽限度超え前月の暦日 22 日
▽限度超え前月の最終稼働日 3 稼働日前 (ただし
当面は拠点人事へ提出期限は 22 日を運用)
事後
協議
方 法
▽事後協議を実施
▽前年度の限度超え実施部部署を対象に面着と部
長と支部長・職場委員長で協議
実施時期 ▽翌年度の 4-5 月ころ
出所：図表 14-1 に同じ｡
注 ：杉山 直 ｢赤字業績下におけるトヨタの労使関係｣ 猿田正機編著､ 杉山 直・浅野和也・宋 艶苓・
櫻井善行著 『逆流する日本資本主義とトヨタ』 税務経理協会､ 2014 年､ 80～81 ページによる｡
おわりに
本稿では､ トヨタ労働組合が働き方改革に
対してどのようなスタンスをもち､ 労働時間
のあるべき姿をどのように捉えているかを確
認してきた｡ そこでわかったことは､ トヨタ
では労働時間の長さを論点にすることは事実
上なくなったということである｡
労働時間短縮をベースにした労働量の規制
ではなく､ ｢労働の質的向上｣ をめざす効率
的かつ柔軟な働き方の追求である｡ とりわけ
事技系労働者に対する質的転換を求めている
のが特徴である｡ すなわち､ ダラダラ仕事を
して残業代稼ぎをしている人間がおり､ それ
が全体の士気を下げ､ 会社にとってのコスト
増でしかないといわんばかりである｡
しかし､ 相対的に労働時間短縮が進んだと
はいえ､ 働く側には初めから労働量そのもの
を規制する手立てはないといってよい｡
トヨタで期間従業員として参与観察を行っ
た伊原亮司氏は次のようにいう｡ ｢経営側は､
現場労働の負担の増大という側面には労働者
の目を向けさせずに､ むしろ負担を緩和する
ために労働者を 『参加』 させ､ 『自律性』 を
発揮させている｡ だから､ 労働者は､ 必ずし
も改善＝労働強化と認識しているわけではな
い｡ 場合によっては､ 改善＝仕事を楽にする
とさえ感じている｡ たしかに短期的に見れば､
改善によって負担の増大は幾分かは解消され
ているために､ それは身体的にも心理的にも
表面化しにくい｡ だが､ 改善によっても､ 吸
収しきれない負担が確実に増え続けているの
である｡ だから､ 問題にすべきは､ 『自律的』
な活動そのものではなく､ それを取り込んで
いる労使関係であり､ 労働量の不確定さであ
る｡ 労働量の増大に歯止めが利かないところ
に､ その最大の問題があるのだ｣60｡
本稿で見てきたトヨタ労使の取り組み・組
合のスタンスは､ 賃金と労働時間との間にあ
るとされる関連や連動性を希薄化することで､
労働者に競争力強化の重要さを認識させその
ために何ができるか徹底的に考えることを扇
動しているのではなかろうか｡
だから ｢モノづくりは人づくり｣ となるの
だろう｡ ジェフリー・K・ライカー・マイケ
ル・ホセウス両氏はトヨタの人材像について､
｢トヨタは､ 生産システムがどのように機能
し､ 社員がどのように問題を発見し解決し､
どのように 5Ｓに貢献し､ どのようにチーム
で働き､ どのように責任をとるかということ
に対して､ 非常に明確な期待像を持っている｡
トヨタが心から願う行動を社員から引き出す
には､ 真に内部から動機づけられ､ 自分で考
えた上でのものでなければならないのだ｡ 人
材開発プロセスの最後のステップにおける目
標は､ 会社とその価値観に対する高い水準の
コミットメントを引き出し､ トヨタウェイで
考え､ 行動する､ 心身に刻み込まれたガイド
ラインとすることである｡ トヨタウェイがチー
ムメンバーにとって当然のこととなり､ 物事
を行う正しい方法であると認識されるように
なれば､ それは求心力のある企業文化を生み
出すことになる｣61と指摘している｡
上述の両氏が､ 日本におけるトヨタの労働
実態をどの程度把握しているかはわからない
が､ ｢社員が会社と家族にコミュニティにコ
ミットするように奮起させる｣62 との指摘は
トヨタ的な特徴の 1つと考えていいだろう｡
しかし､ トヨタ労働組合の会社に対する言
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60 伊原亮司 『トヨタの労働現場』 桜井書店､ 2003 年､ 154 ページ｡
61 ジェフリー・Ｋ・ライカー・マイケル・ホセウス著､ 稲垣公夫訳 『トヨタ経営大全② 企業文化 (上)』
日経 BP社､ 2009 年､ 370～371 ページ｡
62 同上､ 365 ページ｡
葉を見ていると､ 現場で生じている諸問題を
具体的に説明したうえで要求や協議をしてい
るようには感じられない｡ また､ 組合員に対
してわからないことや疑問がある場合は ｢職
場委員に聞いてください｣ とか､ 質問を受け
る連絡先として電話番号やメールアドレスが
『評議会ニュース』 には記載されているが､
具体的にどのような質問があったかなどの情
報は全くといっていいほど書かれていない｡
言葉が過ぎるかもしれないが､ 組合員の姿が
見えない・声が聞こえないのである｡
労働政策研修・研究機構が 2005 年に行っ
たアンケート調査63の結果分析によれば､
｢『時間管理の緩やかな労働者』 が増加するこ
とを仮定すると､ さらなる長時間労働者の増
加となる可能性が考えられる｡ 時間と成果と
の関係が曖昧な働き方に対しては､ 労働時間
管理は柔軟であるべきであるという認識は､
基本的には正しい｡ しかし大切なことは､ 働
く側が自ら労働時間の柔軟性を利用し､ 労働
時間の長さを選択できるかどうかという点に
ある｡ この点を担保するためには､ 『時間管
理の緩やかな労働者』 に求められている成果
や､ それを達成するための業務量などについ
て､ 再考する必要がある｡ この現状が改善さ
れないまま､ 対象となる労働者だけを増やせ
ば､ さらなる長時間労働者の増加へとつなが
り､ 労働者の心身の健康も悪化することが懸
念される｣64 と述べている｡
そのように考えると､ なぜ､ 会社都合によ
る生産体制への対応に協力することが ｢組合
員とその家族の真の幸せの実現｣ になるのだ
ろうか､ 疑問に思わざるを得ない｡ 実際のと
ころ､ 年間限度時間 360 時間超え人数が増加
しているのは､ 働きすぎに歯止めがかけられ
ないことを示唆しているのではないか｡
本稿では､ トヨタ労働組合の働き方に対す
るスタンスのみを扱っており､ 細かな議論の
様子や制度の中身にまでは言及していない｡
これらの点は今後の研究課題として引き続き
取り組むことにしたい｡
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63 詳細は､ 労働政策研究・研修機構 『働き方の現状と意識に関するアンケート調査結果 (調査シリーズ
No.20)』 2006 年を参照されたい｡
64 小倉一哉・藤本隆史 ｢正社員の働き方の多様性と問題点｣ 労働政策研究・研修機構編 『多様な働き方の
実態と課題』 2007 年､ 127 ページ｡
